
（参考様式１－１）訪問系サービス，福祉用具貸与・販売，居宅介護支援，介護予防支援事業所用

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

　

勤務 ① ② ４週の 週平均 常勤換

名　　前 第二種 生活援助従事者 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 の勤務 算後の

形態 免許 研修受講済 合 計 時　間 人　数
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職　　種

サービス種類（　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　）

事 業 所 名  （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

第　　１　　週 第　　２　　週 第　　３　　週 第　　４　　週

（    　　　　年　　　　月分）

［利用者（見込）数　　　　　　名］



備考
１　この様式は訪問介護（総合事業を含む），訪問入浴介護，訪問看護，訪問リハビリテーション，居宅療養管理指導，福祉用具貸与・販売，

　居宅介護支援，介護予防支援用とする。

２　訪問介護事業所において通院等乗降介助を実施する場合，当該参考様式を使用し，身体介護・生活援助を実施するものとは別に勤務形態

　一覧表を作成すること。また，その場合において「サービス名」欄は，「訪問介護（通院等乗降介助）」と記入すること。

３　日付の下の欄には，当該月の曜日を記入すること。

４　届出等を行う従業者について，職種ごとに４週間分の勤務すべき時間数を記入すること。

５　職種ごとに下記の勤務形態の区分の順にまとめて記入すること｡

　　　勤務形態の区分　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：常勤以外で専従　Ｄ：常勤以外で兼務

６　常勤換算が必要な職種は，次の計算式に基づき，「常勤換算後の人数」を算出すること。

　　　常勤換算後の人数　＝　1.0　×　Aの人数の合計　＋　B～Dの勤務延時間数÷常勤の勤務すべき時間数

７　常勤換算の算出にあたっては，小数点以下第２位を切り捨てること。

8　①欄（訪問介護事業所のみ）について，通院等乗降介助を実施する場合，第二種運転免許証を所持するものについて○印を記入すること。

９　各事業所・施設において使用している勤務割表等（変更の届出の場合は変更後の予定勤務割表）により，職種，勤務形態，名前及び当該業務の

　勤務時間等，当該参考様式の必要事項がすべて確認できる場合は，その書類をもって添付書類に代えることができる。
10　②欄（訪問介護事業所のみ）について，資格が生活援助従事者研修受講のみ場合に○印を記入すること。


